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1.は じめ に

近年、 日本経済は停 滞 し、各業界 ともに厳 しい経営状況 の中で、企業間競争 ・国際競争

を強い られている。 日本 のアパ レル業界は第二次世 界大戦後、 インナーや繊維洋 品雑 貨を

中心に 「アパ レル卸」 として復活 し、昭和30年 代以降急成長 し業績 を拡大 して きた。生産

先行型の、いわゆ る 「プ ロダク トアウ ト」型 システムの供給側 として、一方、消費経済の

順調 な拡大で業績 を伸ば した百貨店業界 と専 門店が受 け皿 となった大量販売の 「作れば売

れる」サ イクルが出来上がった。 その後、1990年 代 のバブル崩壊 を分岐点 として、消費者

のニーズを基本 としたビジネスス タイルであ る 「マー ケ ッ トイン」 に変わ るまでの間、取

引慣行 の根深い悪弊 は、あま り表面化す るこ ともな く最近 まで続 き、取引の公正化、情報

化 を強力に推 し進め るべ き時期 に、一部先進企業 を除 き改革が進 まないのが実情であった。

尚、現在 はアパ レル業 と小売業の間で取引の正常化 と関係 改善 に向けて協議 中であるが、

不況の影響は深刻であ り、それに加 えて先に述べ た以外 にも業界特有の諸問題 を多 く抱え

ているな ど、現状 を改善す るための構造改革が強 く望 まれている。 中で も特 に、流通 シス

テムの早期改革が必須 とされてお り、その 目的は機会 ロス と在庫 ロスの削減が主な もので

ある。現在推進 されている改革のキー ワー ドは、旧来型流通 システムか らSPA業 態1)への

移行 をは じめ、QR2)対 応に向けたEDIシ ステムに よるSCMの 導入や、JANコ ー ドによる

POSシ ステムの推進 などが挙 げ られ る。

*大手前女子短期大学非常勤講師 大阪アパレル物流連絡会相談役
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本報告 では、ファッシ ョンビジネス教育 に活用す るこ とを目的 として、複雑なアパ レル

企業 における流通形態や構造改革の現状 を要約す ると共に、企業例 を挙げて事例報告 し、

その成果や今後の在 り方 について考察す る。

2。 流通改革 の ための キー ワー ド

(1)SPA業 態 への移行

アパ レル業界では世界的に、消費者ニーズに素早 く対処 して商品化 し、市場 に送 り込む

仕組み を確立 した企業群 が急成長 を続けてい る。この ような急成長企業に共通 しているの

が、SPAと い うビジネスモデルの構築である。SPAの 特長は、商品の企画か ら小売 までを

自社 で一貫管理 し、売れ筋 を迅速 に生産す るこ とに より高 い正価販売率 を得 ることが出来

る。生産販売 ロスでは図1の よ うに、売 れた商品の リピー ト生産 は従来型に比べ商品投入

量90で75を 販売す るとい う考 え方で、欠品や売れ残 り、バーゲン処理 を最小 にしようとい

従 来 型

(返品)

商品投入100 実 売70-75 消化率70%-75%

SPA型

リ ピ ー ト

75

90
30シ ーズンイ沼 ゆ

1

30期 中投 入 一一 ト
灘 難　1

生産30期 中投入

灘灘 鶏
.....≒._.。,.ひ._'

(返品)

商品投入90 実売75

・単 品POSデ ー タ

・欠品

・売残 り(減 少)

マ肖イヒ率83%

図1SPA化 に よる生産販売 ロスの違 い
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従来型

納 品100

十 返 品 ▲25

売上75

↓
製造 ・物流

コス ト

100+(25×2)一 圓

SPA型

納 品90

+返 品 ▲15

75

撚

ト

赴
ー

郵製

國片紹価十80

図2SPA化 による流通 コス トの違 い

うものである。また図2の ように、返 品の再生加工や物流処理がSPAで は少 な く、同 じ売

上げで もコス ト指標が150か ら110に 削減 できるなど、流通 コス ト削減効果 は顕著 に現れて

い る。SPAの 出現は1987年 米国のGAP社 に始 ま り、日本では1990年 頃か らSPA業 態へ の

移行に向け た取 り組みが本格化 している。代表的 な企業 としては、株式会社 ワー ル ドが10

年前か ら 「スパー クス構想」 を方針 として立ち上げている。 旧型の 日本 におけ る流通は、

川上 ・川中 ・川下に分断 されてお り、その結果生産性が低 く、業務の重複や機会損失(欠

品など)、在庫過 多、取引契約 の未整備 な どの問題 を抱えていた。 これ らを解消す るため、

製造 ・アパ レル ・小売の関係企業 を統合 した システムの整備 をスター トし、従来専 門店ル

ー トのブラン ドか らSPAブ ラン ドを具体化 し、1993年 か ら新 ブ ラン ドの 「オゾック」「ア

ンタイ トル」 「インデ ィヴィ」を展開 し、2000年 度決算では売上げ業界 トップ として大成功

を収めている。同社SPAの システムサ ポー トは、(a)直営店か らのPOSデ ー ター を夜間の

集配信 で集約す る。(b)集約 されたPOSデ ー ターか ら店別単 品別 にマ スターフ ァイルを更

新 し、単品 レベ ルでの商品の販売動 向を検証す る。(c)年間52週 のMDカ レンダー をベー ス

に、前述の(b)で処理 された結果 をつ きあわせ、商品補充のプ ログラムの追加生産、追加補

充の決定 と指示 を週単位 で行 う。(d)売上げ ランキングに見 るPOSデ ー ター ランキングを、

店舗、エ リア、ブラン ド、素材、 カラーな どの切 り口か ら分析 し 「仮説の検証」に より計

画 を見直 し、修正補正 を頻繁 に実行す るな どの方法 をとっている。現在 では多 くの企業が

これに追随 し、百貨店が縫製会社 と直取引のブ ラン ド開発 を行 う百貨店版SPAの 出現や、

大手 アパ レル メー カー の製造販売サ イクルの短縮、アジア進 出などを目的 とした、 多様 な

形態が考案、実施 されている。今後は国内での競争 も然 ることなが ら、海外有力アパ レル

による対 日攻勢 も激 しさを増 してお り、グローバル企業 との国際競争で、国内SPA企 業 の

真価が問われ ることになるであろ う。
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(2)EDIとSCM3)

EDIは 図3の よ うに、繊維産業 における網 目状 の複雑 な取引関係 を、情報 ネッ トワー ク

を利用 して取引デー ター を交換 し、 ロスの少ない事 業活動 を展開す ることが 目的である。

従来か ら大手アパ レル メー カー と流通企業が独 自の システムを組上げて きたが、取引関係

にあるアパ レル と流通業間の 「標準化 システム」の構築の推進が求め られている。各業界

でも先進企業の殆 どはSCMを は じめ として、CPFR4)やVMI5)な ど、様々 な形態で推進 さ

れつつ あ り、特に国内アパ レル関連業界では、2000年 以降、大手百貨店や商社 を中心 とし

て、小売 り、物流、メーカー約100社 が共同でSCMの 構築に取 り組むな ど、大規模 な試み

で構造改革 につなげ ようとしている。 この他に も大手アパ レルメー カー独 自のSCM構 築

や、アパ レル有力企業が共同で情報管理会社 を設立するなど、業界全体 での最適在庫の実

現 と、納期短縮による効率化 を目指 してお り、不良在庫 などの ロスが年 間約7000億 円削減

できる可能性が期待 されてい る。現実にアメ リカではこの14年 間にSCM構 築に より、繊維

業界全体 で1兆5千 億円のコス トお よびロスが改善 されている実績があ る。 しか し、構築

す るシステムが 多岐にわたることや、参加企業の企業秘密の開示が必要 なことなど、従来

POS単 品情報
データベース

POS単 品情報
データベース

POS単 品情報
データベース

各種売れ筋分析

各種売れ筋分析

図3繊 維産業情報ネ ッ トワー ク化 イメージ
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の不透明 な慣行 を改ため られ るかが カギ を握 って いるといえる。 また、CPFRとVMIは 、

世界最大手小売業のウォルマー ト社(米)とP&G社(米 〉がパー トナー シップ として取

り組み、両者あわせ て7週 間の在庫が3週 間に短縮 されている。

(3)JANコ ー ドとPOSシ ステム6)

商品情報や流通、販売 までを共通商品 コー ドで単品管理す るこ とは、最適在庫や納期短

縮 な ど、QR化 と低 コス ト化に欠かせ ない要素 であ る。しか し、従 来か らその情報量が あま

りに も多 く、 また複雑 であ るためアパ レル業界への普及が進 まず、不合理で コス トア ップ

に繋 が る作業 を強い られて きた。JANに よ るPOSシ ステムの業務 フロー は図4に 示 す

が、同 じJANコ ー ドを利用 して も小売業 とメー カー卸では各々必要 な属性 が異 な り、別々

の 「自社商品 コー ド」を管理 しているのが現状であ る。JANコ ー ド標準化の構想 を現実の

もの とす るため、1997年 か ら稼動に入 った 「QRコ ー ドセンター」では、JANコ ー ドの持

つ問題点 を克服 し、POSシ ステムの活用 による標準化 に向けたQRの 推進 を図 ってい る。

なお、財団法人流通 システム開発センターの 「2000年度流通情報 システム化実態調査」の

ま とめに よると、小売業のPOSシ ステム導入率は68.4%で 、1999年 度の同調査60.8%に 比

べ順調に向上 している。反面、業界特有の商 品事情 による桁数不足や登録企業数の増加 な

小 売 業 メー カー ・卸

図4JANに よ るPOSシ ステムの業務 フロー

項 目 バ ー コー ド 二次 元 コー ド RFIDコ ー ド

記憶容量 少 量(3～20文 字/イ ンチ) 多 量(1KB) 多 量(8KB)

読み取 り速度 普 通 普 通 高 速

コス ト 低 低 高

耐久性 悪 い 悪 い 良 好

図5コ ー ド体系の比較

「日経 流 通新 聞 」2001
.6.7よ り
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表1JANコ ー ド利用によ るメ リッ トと問題点

メ リッ ト

1.各 種 デー ターの精 度 向上 とEDI取 引 を

可能 に し、事務作業や入力作業 をスピー

ドア ップ させ る

2.店 頭欠損商品 と在庫の減少

3.販 売員の事務減少 に伴 い、販売業務 専念

による売上 増加 の期待

4.売 上デー ターの即 日入手で、売上把握 と

分析が可能 になる

5.物 流費お よび物流期間の削減 と効率化 が

進 む

6.取 引先 との情報共有化が進 み事務 処理 が

軽減す る

7.ソ ー スマーキ ングによる値 札取 り付けの

廃 止

8.得 意先JANPOSデ ー ター の入手 によ り、

独 自の コンピュー ター システムが不必要

になる

9.QR促 進 を可能にす る

10.補 充発注 などが可能 にな り、 リー ドタイ

ム短縮 とペ ーパー レス化 へ向か う

問題点と課題

1.初 作業上の煩雑 さとコス トア ップに繋が

る

2.完 全 にや り遂 げない と効果が ない

3.基 本 ルールが原則で例外 は許 されない

4。 自社の商品番付管理 に万全 を期 して行 う

必要があ る

5.QRセ ンターへ の登録料が別途必要

6.ソ ー スマー キングタグはアパ レル側の作

業管理負担 が大 き くな る

7.ア パ レル業 界全体 が同 じレベルで対応す

る必要がある

ど、バ ー コー ド自体 の 問題 も発 生 してお り、コー ド内容 の改 訂やICチ ップ を内蔵 した タ グ

な ど、次 世 代 コー ドの普 及7)を 迫 られて い る。JANコ ー ド利 用 に よ る メ リッ トと問題 点 を

表1に 示 す 。従 来 コー ドと次世 代 コー ドの比較 を図5に 示 す。

3。 日本企 業 の 改 革 へ の 取 り組 み 事 例

株 式会社 ダンの 「靴下屋共栄会」とフランチ ャイズチ ェー ン(FC)に ついて

靴下は奈 良県の地場産業であったが、生産基地の海外移転 が早 くか ら進んでお り、地場

産業の生 き残 りを賭けている。㈱ ダンは、これに対処すべ く奈良県を中心 とした共 同組合

型の靴下屋共栄会 を設立 し、製品の国内生産 を中心 として、SCMやSPAへ の体制 をいち

早 くスター トし、成果 を上げ業績 を順調に伸 ば している身近な企業 である。

(1)株 式会社 ダンの会社概要

設 立;昭 和52年3月(本 社大阪)

資本金;1億785万 円

売上高;本 部65億 円(平 成11年2月)

FC98億 円(同 上)

社 員数;91名
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取扱商品;ス トッキング30%、 メンズソックス38%、 レディスソックス23%、 チャイル ド

ソックス9%

取引形態;各 店舗 とはEOSで 接続(オ ンライン受発注 システム)

FC店164店 舗

直営店58店 舗

一般店(卸)84店 舗 合計306店 舗

生産形態 組合貝ニ ッター7社(靴 下屋共栄会 として独 自生産、㈱ ダン と100%取 引)

賛助会員 ニッター38社

副資材 メー カー1社

商社1社(上 海工場生産)

(2)株 式会社 ダンのSCMコ ンセ プ トとその他の改革 による改善効果

ダンでは昭和62年 か らフランチャイズチ ェー ンを展開 し、POS端 末の導入、オンライン

受発注 システムを開始 した。平成4年 に製造同業者による靴下屋共栄会設立、ホス トコン

ピュー ター導入、JANコ ー ド採用 など、原糸か ら製造販売 を統合 した システムを稼 動 し、

SCMに 早 くか ら取 り組んで きた。図6に 示 すSCM業 務 フロー を解説す ると次のような特

徴が挙 げられる。第一に、関係企業のグループで相互にオンライン化 と情報の共有化 を実

現 し、全ての生産工程 で無駄な仕掛 りや在庫 を最小 に抑えている。第二に販売情報 と在庫

情報が関係企業の コンピュー ター画面 で見 られるので、常 に最適生産体制、納 品体制が組

(協)靴下屋共栄会
7社

受注

ダン本社

発注

FC店 舗

A店

B店

C店

D店

E店

F店

G店

H店

1店

《 K
＼＼

ぐ

染糸納入

融資材納入

レ

回

商品センター

物流作業

/ レ

商品納入＼
レ

詞

レ

ム

染糸納入
＼ /

染工場=商 社
協 賛 ニ ッ ター

38社

レぐ

＼
レ

一 副資 材 メー カー
レ

図6㈱ ダンのSCM業 務 フロー
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め る。従 って全 ての工程(企 業)で の在庫切れ解消、納品の リー ドタイム短縮、店頭在庫

の極小化 を達成 してお り、正価販売率の向上 を実現 してい る。

(3)そ の他の改革

・通例 になっている各 シーズンの商 品展示会での受 注に基づいた生産先行 型では、 シー

ズン末の店頭在庫や メーカー在庫が 多量 にな るので、店頭POSデ ー ターか ら納 品、生

産体制へのフ ィー ドバ ックを実行 し、SPAを 進展 させた。

。企画商品数 を800品 番か ら、売上上位 とシェアで300品 番 に絞込み、人気のない商品 を

削減 した。

。出荷単位 は一般的に10足 単位 であ るが、1足 で も出荷可能 に した。

。売 れ筋商品を売 る為 に、死に筋商品の中の見せ筋商品を効果的に使 った。

。店長教育 をロールプ レイングによ り、 自分 で1足 の ソックスを生産 させ るな どの販売

実習教育 を行 っている。

。柄や デザ イン、 イニ シャル刺繍やサイズまで、オーダー メイ ド対応 を行 った。

・ヨーロ ッパ 出店計画 を実現 した。

上記のよ うな改革 を行 った結果、得 られた成果や改善効果 を表2に 示す。

表2㈱ ダンのSCMに よってダンおよび関係企業が得た成果

企業 成果の内容 成果の割合

ダン本社 返品商品

シーズン末の不良在庫

品揃えの品番数の絞込み

商品企画

計数管理

取引決済

営業テリトリーとスタイル

95%の 減

90%の 減

1シ ー ズン700か ら350に 縮小

トレン ド先取 りへ変化

事務作業の激減

自動引落 しへ移行 ・売掛金管理事務 の激減

テ リトリー拡大 ・企画提案 型に変化

FC店 舗 発注商品の納品率

発注か ら納品までの日数

店在庫(バ ックス トック)

販売員の質

店頭の商品構成 と情報分析

85%の 大幅増

短縮

95%の 大幅減

本部研修 と巡回指導により向上

棚割 りシステムの稼動 ・フィー ドバ ック

季節変動指数の応用 ・地域特性情報の構築
　

ニ ッター 納品率

残糸、残品

生産サイクル

50%増 に向上

80%の 激減

20%向 上の短縮

糸商社 調達 リス ク

納 品 までの 日数

50%減

14日 か ら3日 へ大幅短縮

染工場 加工 計画的な加工が実施 され、加工 日数が20日

か ら7日 へ大幅短縮
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(4)靴 下屋共栄会の概要

設 立 平成4年4月23日

出 資 金4000万 円

住 所 奈良県北葛城郡

構 成 理事長1名

専務理事1名

理事7名

組 合 員8社

賛助会員35社

組 織 図7の 通 り

設置 内容 事務局長、研究開発室、管理室、 コンピュー ター室、デザ イン室、教育室、

検査室、 ピッキングサー ビス室

; 1

生産運営部 研究開発室

一一 管 理 室 研 究 室

一 コンピューター室 開 発 室

一 デザイン室

一 教 育 室

検 査 室一

一 PS室

図7靴 下屋共栄会組織

「協 同組合靴下屋共栄会CSM」2000
.8よ り
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4。 お わ り に

本文 で述べ たように、ファッションビジネスにおける流通改革は、業界ご とに適 した方

策が考案 され、順調 に進んでい る現状 が伺 える。 しか し、 その裏には問題点 も多 く潜 んで

お り、中でも改革に伴 う資金投入や取引慣例 の見直 しなどは、企業に とって大 きな負担 を

生 じるもので、労力 も長期 にわたる。 まさに、社運 を賭けた大 きな賭け とも言えるが、事

例 で取 り上 げたように、改革に前向 きな企業 では効果が顕著に現れている。 また、フ ァッ

シ ョンビジネスは 「トレン ド性」が大 きいため、商 品の生産管理や在庫管理が難 しく、低

コス ト ・低価格で迅速に消費者に届け るためには、流通全般 にわたる科学的合理化 が望 ま

れている。 ただ規模が大 きくない企業 では、設備投資が難 し く、「無店舗」や 「ネッ トビジ

ネス」への転換 など店舗計画の抜本的な見直 しを迫 られることも予想 される。 その他改革

を海外生産 に頼 るだけでな く、国内産業の空洞化 に対抗すべ く、生産品によっては可能な

限 り、国内生産の活性化 に向けた工夫努力 も重要 な改革要素 とな り得 るのではないだろう

か。 流通改革 で無駄 を削減す るこ とは、結果 として、企業の価値観 をア ピールす るこ との

出来 る 「良いモノづ くり」に繋が ることを信 じて、 日本のフ ァッシ ョンビジネスに期待す

るところである。本報告 では、 テーマ 自体が非常 に多岐にわたる難題であ り、流通改革 を

全体像 として捉え る結果 になったが、今 後は的 を絞 った内容 を中心に した調査 を行 う予定

である。
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注

1)GAP社(米)が1987年 の 株主総会 で 自らの業態 を「SpecialtystoreretailerofprivatelabelapParel」

と呼び 「SPA」 と略称 した もの を新 聞社 が 「製造小売業」 と意訳 し、広 く使 われるよ うになったもの

であ る。

井 田重男ほか 「実 践QRガ イ ドブ ック」繊維産 業構造 改善事業協会1999年p.98～p.100。

2)QuickResponse1984年 米 国で繊 維産業 の国際競 争力回復 を目指 した 「QRプ ログラム」に端 を発す

る。 日本 では1993年12月 通 商産 業大臣の諮問機 関であ る産業構 造審議会 と繊維産業審議会 の合 同会議

において発表 された答 申 「繊維 ビジョン第一項プ ロダ ク ト ・アウ トか らマー ケ ッ ト・インへ の構造改

革」に基づ き、「繊維産業構造改善措置法」の規定に よ り、1994年 度 か ら繊維産 業構造 改善事業協会が

中心 とな って取 り組みが開始 された。

井 田重男ほか 「実践QRガ イ ドブ ック」繊維産業構造改善事業協会1999年p.24。

3)E!ectronicDataInterchange電 子 デー ター交換。小売 とメー カー、卸間の取引に伴 うあ らゆる業務
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にオンライン を活用す るこ とで相互 に効率化 、省資源化 を目指す トー タルな取 引システムのこ と。

SupplyChainManagement小 売 、物 流、製造各段 階の企業(供 給者 グルー プ)を 情報通信網 でネ

ッ トワー ク化 し、在庫の適正化や納期短縮 を目指 す効率化 の手法。米国 での普及 に端 を発 し、 日本 で

も個別企業が取 引先 との共 同で システム構築 す る例 が増 えて いる。

井 田重 男ほか 「実践QRガ イ ドブ ック」繊維産業構造 改善事 業協会1999年P.17。

4)Collaborative,Planning,Forecasting,andReplenishment

需 要 予測 と在庫補充の ための企業間共 同事業。取 引企業 同士 が インターネ ッ トで生産計画、卸 の在庫

量、小売店頭の販促計画 な どの経営情報 を共有化 し、需要予測 、最 適発注量 と在庫量 を決め る。

日経流通新聞 「アメ リカで注 目CPFR」2001.3.2

5)VendorManagedInventoryメ ー カー ・納 入業者主 導型在庫 管理

井 田重男ほか 「実践QRガ イ ドブ ック」繊維産業構造 改善事業協会1999年p.154、p.308。

6)JapanArticleNumber日 本 の代表的共通商 品 コー ド。 スキャニ ングに よ り13桁 で商品 を識別す る。

PointofSale販 売 時点管理 。小売店 のレジスター でバー コー ドを読み取 り、価格計算、売上集計の

他 、販売動向 を把握す るために利用範囲が拡大 している。

「流通 シス テムプ ロジェ ク ト」 レジュ メ1996 .ユ2.26

7)RFID(RadioFrequencyIdentification)タ グ:ICチ ップ を内蔵 し、無線電波 で情報 を読 み取 る。

情報蓄積 量はバー コー ドの50～100倍 で、瞬時に大量の情報 を読 み取 るこ とがで き、書 き込 み も可能 で

あるが コス トは高め である。

二次 元 コー ド:縦 横正 方形で白黒 を組合せ た記号 に、2000文 字 の情報 を蓄積す る印捌方式。 コス トは

低 いが、 システムの置換 え コス トは膨 大にな る。

日経産業新 聞2001.6.7
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